
令和５年度　南阿蘇村物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（R6年度へ繰越）

番号 事業名 総事業費
（単位：千円）

交付対象経費
（単位：千円）

事業の概要
①目的・効果
②補助率、単価等
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
開始

事業
終期

1
令和５年度南阿蘇村物価高騰対
応重点支援給付金(7万円給付)

113,986 113,986

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
者の方々の生活を維持する。
②低所得者世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯1600世帯×70千円
事務費　1986千円
事務費の内容［需用費（事務用品費）、役務費（郵送料等）、業
務委託費、その他として支出］

R6.2
R6.4
以降

2
令和５年度南阿蘇村物価高騰対
応重点支援給付金(10万円給付)

43,518 43,518

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
者の方々の生活を維持する。
②低所得者世帯（住民税均等割のみの課税世帯）への給付金及び
事務費
③給付金額　住民税均等割のみ課税世帯400世帯×100千円
事務費　3518千円
事務費の内容［需用費（事務用品費）、役務費（郵送料等）、業
務委託費、その他として支出］

R6.2
R6.4
以降

3
令和５年度南阿蘇村物価高騰対
応重点支援給付金(こども加算)

15,069 15,069

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
者の方々、特に子育て世帯の生活を維持する。
②低所得者世帯（住民税非課税世帯及び住民税均等割のみの課税
世帯）の子供に対する給付金及び事務費
③給付金額　低所得者世帯（住民税非課税世帯及び住民税均等割
のみの課税世帯）170世帯の子供300人×50千円
事務費　69千円
事務費の内容［使用料及び賃借料として支出］

R6.2
R6.4
以降



4
プレミアム付商品券事業（販
売・換金業務）

29,600 29,600

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対
してプレミアム付商品券を発行し、消費を下支えする。また、村
内の小売事業者支援にも寄与する。
②購入価格に3割のプレミアム付商品券引換券の発送業務
　購入価格に3割のプレミアムを上乗せ（購入上限20千円／人）
③販売業務委託料　2，546千円
　消耗品費　54千円
　換金料　27,000千円

R6.1
R6.4
以降

5
LPガス使用世帯支援事業（R5補
正予算分）

18,381 9,191

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けたLPガス使用
世帯に対し、県LPガス協会を通して料金の一部を補助することに
より、LPガス使用世帯の経済的負担を軽減する。
②　補助金（県ＬＰガス協会）
③　補助金（3,524世帯×4,000円×1/2）＋事務費（4,285千円×
1/2）
　※対象世帯数は県ＬＰガス協会調べ（H30年度）。補助単価は過
去5年間のLPガス平均消費量×価格上昇額×９か月分により算出。
　県総合交付金充当額　9,190千円（補助率1/2）
（事務費内訳）
人件費 144,720千円
管理運営費（コールセンター、設備機器リース、広報費等）
80,740千円
振込手数料　133,430千円
システム構築等 10,810千円
郵便代　46,231千円
業務管理費　134,069千円
事務費合計550,000千円のうち本市（町・村）負担分4，285千円
※事務費については、県内事業実施市町村で、支援世帯数で案分
し負担。

R6.1
R6.4
以降


